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水資源開発と公団の役割
森 恒 夫
はじめに
　水は地球の重要な構成要素であり，人間社会の生産活動や日常生活にとっ
て不可欠の資源であるが，同時に自然災害の原因ともなり，また資源として
の確保や有効な利用についても，多くの難問を提起してきた。その包括的な
考察のためには経済学にとどまらずさまざまの視点が必要となり，とくに自
然科学からの接近が求められる。しかしここでは，わが国の公共事業の一環
として行われてきた水資源の開発および利用が，その事業主体である水資源
開発公団に，いかなる地位をあたえ，その事業をいかに実施し，そこからど
のような問題を生じつつあるかに限定して考察を進めたい。その際一方では
公団と中央政府との関係を，他方では事業実施地域の自治体や住民や利害団
体との関係を考慮しなければならないが，ここでは国と公団との関係に力点
をおくことにしたい。
　またわが国の公共事業に関する公団としては，水資源開発公団の他に，道
路公団や住宅・都市整備公団や農用地整備公団などもあるが，それらはいず
れも一定の企業的な収益をあげる意図を持ちながらも，かなり政府の指示と
監督ならびに金銭的な援助を受けており，したがって公団は公益的目的実現
のための企業体とみなすことができる。そこで事業の遂行の過程において，
事業対象やその地域の個人・法人その他の私益と公益との調整が重要とな
る。さらに企業体としての公団の財務状況も当然に検討の対象となるであろ
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う。このような視点から，以下水資源開発公団の成立とその後ほぼ30年にわ
たる事業の展開過程を念頭に置きながら，公団の役割と限界ならびにそこに
含まれる若干の問題点を解明したい。
1　水資源の開発・利用と公団の設立
　わが国の第2次大戦後における水資源の開発は，それ自体というよりも広
い河川総合開発事業の一環として始まった。したがって治山・治水・電源開
発・土地改良を含めた広義の水資源開発であるとともに，国土総合開発の根
幹をなすものであった。しかしこのことが，かえって水資源開発の多様性・
複雑性を生み，その後の推移のなかで多くの困難な問題に直面することを余
儀なくさせた。というのは，戦前以来の治山・治水や災害復旧の観点は，直
ちに電源開発と結びつくものでないことはもちろん，戦後の農業用水のあり
方とも直結しがたいように思われるからである。まして工業用水や上下水道
の問題は，経済の高度成長とともに重要なものとなり，その後の水資源開
発・利用を検討する中で，新たに中心的な課題となってきたからである。し
かも治水と利水，発電と治水，利水の中での農業用水と工業用水等の間には
相互に衝突する側面が含まれているのである。
　ところで昭和22年度には，経済安定本部にまず「河川総合開発調査協議
会」が設置された。その意図は，水系を発電・潅概・水道等の利用面と，洪
水調節など治水面との両面から総合的に捉え，一貫した計画の中に織り込む
ことによって，最：大の開発の効果を挙げようとするものであった。この考え
はアメリカのTVAの開発理念にならったものとも言われている。この考え
に基づいて，昭和25年5月国土総合開発法が制定されるとともに全国の主要
河川流域を中心とした特定地域（22）の指定が行われた。同時にこれを補完
するものとして昭和24年土地改良法，27年電源開発促進法（電源開発株式会
社設立）が制定された。また27年には国土総合開発審議会の中に水制度部会
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が設置され，同部会は29年目主として管理や制度上の問題について答申を
行ったが，この時期には水資源の開発といった観点はまだ明確に打ち出され
てはいないものの，ここには既に30年忌以後の政策の萌芽をみることが出来
る。
　このような背景のもと，昭和30年に愛知用水公団が設立されたのをきっか
けとして，30年代前半には工業用水法（31年），』特定多目的ダム法（32年），
公共用水の水質保全に関する法律（33年），治山治水緊急措置法（35年）など
が相次いで制定されて，次第に水資源の開発と利水の観点が，旧来の治山・
治水に加えて表面に打ち出されるようになった。その上昭和30年代の日本経
済の自立化ならびに高度成長の進展に伴い，重要工業地帯での工業用水の需
要が急増すると共に，大都市への人口集中に基づく水道用水の需要も増加し
た結果，地下水の過度の汲み上げによる地盤沈下が問題となり，水資源の開
発はより一層広域的な用水対策を伴いながらいよいよ緊急性を増すものと
なってきたのである。
　そこで昭和35～36年には，水資源開発の基本構i想と事業実施方式について
の論争が行われた。しかしその実施主体をめぐって，水資源の開発が直接国
もしくは地方団体によってではなく第3の機関によって行われることについ
ては異論はなかったようであり，各省から出された構想も，名前や事業の内
容は違っても，すべて「～公団」とされていた。この場合何故それが，国や
地方団体自身によって直接行われずに公団という第3の機関で行われねばな
らなかったのかについては，公表された資料では明らかにされていない。お
そらく当時国の財政運営の上では公債不発行の建前を維持しつつ，税の自然
増収の一定割合のなかに年々の財政規模の拡大を抑制する方針が守られてお
り，したがって民間に委ねがたいこの種の：大規模な公共事業を遂行するため
には，国が直接事業に乗り出すよりも公団方式の方がより無難で選択可能な
方式とされたのであろう。しかしどの公団を選択するかについては，かなり
難航したようであり，厚生省の「水道用水公団」，建設省の「水資源開発公
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団」，農林省の「水利開発管理公団」，通産省の「工業用水公団」がそれぞれ
打ち出されて調整を必要とするに至った。これまさに，先にのべたようにわ
が国の政府の水資源に対する取り組み方があまりにも包括的で多様にすぎて
焦点が欠けていたために，各省の権限争いを生じ，公団についても各省がそ
れぞれ先を競って各々の構想を打ち上げたものと考えざるをえない。そこで
自民党の水資源特別委員会が検討を加えた結果，昭和36年3月に水資源開発
公団と用水事業公団との2本立ての案を発表した。これを受けて政府は翌月
に閣僚会議で一本化を決定し，水資源開発促進法と水資源開発公団法の2法
案が国会に提出され，審議を経て同年11月に成立し，37年5月に水資源開発
公団が発足したのであった（1＞。
　このような経過からも明らかなように，本公団は，その名のように単に水
資源の開発のみに従事するのではなく，利水や施設の管理その他の関連事業
遂行の責任を負うているのである。しかもそれぞれの事業ごとに建設省・通
産省・農林水産省・厚生省・国土庁の所管のもとに置かれ，監督・指示・援
助・保護をうけることとなった。これは事業ごとに公団が分立して，各省ご
との所管に組み込まれるのに比べれば合理的かつ実際的であるが，この公団
の活動を機動的に行うためにも，また政府からの一定の独立性を保つために
も，かなり多くの制約や障害にぶつかることとなり，公団としての事業の有
益で効率的な運営のありかたとは言えないのである。
2　事業内容とその変化
　水資源開発公団は，上にのべたように高度成長期の落し子であるが，その
事業の発展を時期的に区分すると，発足後石油ショック直前までの十年間を
第一期，その後の十年間を第二期，さらにその後の十年間を第三期と見るこ
（1）水資源開発公団30年史，平成4年刊，4～5頁。
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とが出来る。いまこの区分にしたがって公団事業の進捗状況と開発水量を示
すと第1表の如くである。
　まず公団発足以後の十年間に，都市の水道の需要は差し迫っており，工業
　　　第1表公団事業の進捗状況と開発水量
発足後昭和46年度迄 公団のシェア
水系名 総事業数 管理施設 建設 調査 開発水量：㎡／s
利根川 12 6 4 2 71・62 全水系で
（豊川 1 1 0 0 32・192 100％
木曽川 5 1 4 0 30・489
淀　川 6 4 2 0 27・85
吉野川 6 0 6 0 0
筑後川 2 0 2 0 0
合　計 32 12 18 2 162・151
昭和47～56年度の間の新規決定・完成 開発水量累計 公団のシェア
利根川・ 8 4 91・386 97％
荒　川
（豊川 0 0 32・192 100
木曽川 4 1 76・179 100
淀　川 4 1 29・45 100
吉野川 0 6 40・35 100
筑後川 3 2 13・32 98
合目計 19 14 282・877 99
昭和57～平成3年度の間の新規決定・完成 開発水量累計 公団のシェア
利根川・ 1 2 122・966 80％
：荒　川
豊　川 1 0 32・192 100
木曽川 0 2 80・179 100
淀　川 1 3 73・686 99
吉野川 0 0 40・35 100
筑後川 1 1 13・77 97
合　計 4 8 363・143 93
出所：水資源開発公団30年史，平成4年，16，24，36ページ。
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用水の需要も大きく，農業用水と共に何よりも水の供給増大が，災害の防止
以上に重視され，ダムの建設を中核として水資源開発に事業の主力が注がれ
ていた。この表に見るように6水系が指定され32に及ぶ事業が進められたこ
とに，その積極性がよく表れている。なお昭和30年に設立され，日本のTV
Aとまで呼ばれた愛知用水事業（開田，開立事業の推進・水道用水の確保・
発電）を5年の短期間に完成させた愛知用水公団は，43年10月に廃止され，
水資源開発公団に統合されるに至った。
　しかし昭和40年代の後半になると，公団は一方では荒川水系や豊川水系の
追加指定をしたり，琵琶湖総合開発を行う等事業規模の拡大をも続けたが，
他方では水源地域対策・水質保全対策・環境との調和等を考慮せざるをえな
くなると同時に，依然として渇水問題にも対処しなけれぼならなかった。こ
の時期に入って水問題は，単に供給量の増大にとどまらず，水質や環境をも
視野のなかに入れた多様で複雑な対応を求めるものとなったのである。
　すなわち琵琶湖総合開発については，湖周辺の水害発生や都市化による水
質汚濁に対処するため，昭和31年建設省・関係府県・用水企業者の間で琵琶
湖総合開発協議会が発足したのに始まり，調査段階を経て昭和47年3月関係
省庁等の間でその事業内容・財源措置等についての基本的合意が成立し，同
年6月には琵琶湖総合開発特別措置法が制定され，12月には総合開発計画が
策定された。その内容は琵琶湖の治水および水資源開発を目的とした琵琶湖
開発事業と下水道・土地改良等の17事業からなる地域開発事業の実施であっ
て，実施の主体は治水・利水を目的とする基幹事業たる琵琶湖開発事業は公
団となり，地域開発事業は国・滋賀県および市町村とされた。翌48年3月に
公団事業が着手され，埋め立てによる沿岸水域の減少や水質の悪化等の問題
をはらみつつ，20年目を迎えた平成3年度末に漸く事業はほぼ完了したので
ある②。
（2）前掲公団30年史，24～6ぺ～ジ。
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　次にダムの建設によって，水没者等の補償問題と生活再建，水源地域の生
活環境，生産基盤等にあたえる影響が大きく，このことが昭和40年代以降ダ
ム建設の阻路となりつつあった。そこで水源地域対策の制度化が強く求めら
れ，48年国会の審議を経て，10月に「水源地域対策特別措置法」が公布され
た。この法律によって指定されたダム事業では，土地改良事業・治山事業・
道路・簡易水道・公民館等の整備事業が行われている。さらにこれを補完す
る制度として，水源地域対策基金が設立された。この基金はその水系に関係
する都府県市上が基本財産の出直を行い基金を造成し，下流受益者がその受
益に応じて必要な資金を負担し，水源地域に対する援助を行うものである。
各水系に基金が設立されたのに伴って，ダム事業に対し，水没関係住民の生
活再建対策に必要な代替地購入資金の利子補給等の援助および整備事業に対
する負担等が行われている。
　このように積極的な公団の事業の推進とそれに伴う開発水量の増加にもか
かわらず，昭和50年代に入ってからも，第2表に示すように渇水の発生は頻
発している。その原因として，流域面積が小さく貯水池を設けることが困難
であるとか，河川流量の変動が大きいこと，水需要の増加に対して開発施設
の整備が追い付かず，不安定取水が多いこと，降雨が異常に少ない自然の原
因等があげられているが，果たしてそうなのか。後にも見るようにダムの建
設や管理の仕方に問題はないのだろうか。ダムの建設や森林の伐採や河川の
開発がかえって渇水の原因になってはいないのか。また渇水を誇張しすぎて
いるきらいはないだろうか。いずれにしろ渇水の発生に際しては，節水広報
の強化・減圧や時間給水による給水制限・緊急代替水源の確保・給水車によ
る応援給水その他の対策がとられている（3）。
（3）日本の水資源，平成5年度版，167～185ぺ～ジ。
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第2表 既往の著名な渇水
地　　　　　　域 給　水　制　限．
年
都　市　名 主要河川 期　　　間 日　数
備．　考
昭　39 東　　京　　都 多摩川 7．10～　10．184日間 東京五輪渇水
北　九　州　市 遠賀川 6．19～　10．26130〃 r
42 筑　紫　野　市 筑後川 9．5～　　9．2622〃
長　　崎　　市 9．25～　12．572〃 長碕潟水
松　　江　　市 斐伊川 6．20ん　1L　135〃
大　　竹　　市 小瀬川 7．27～　．9．1349〃48
高　　松　　市 7．／3～　　9．8 58〃 高松砂漠
那　覇　市　他 11．21～翌9．2439〃
?
淀川寒川都市 淀　　川 ．8．26～”1．6134〃52
那　覇　市　他 4．27～〃4．7176〃
淀川霜取都市 淀　　川 9．1～〃　2．8161〃
63 北　九　州　市 遠賀川 6．8～　12．1！173〃
福　　岡　　市 筑後川 5．20～翌3．24287〃 福岡渇水
56 那　覇　市　他 7．10～〃6．6326〃
蒲　郡　市　他
i豊川用水地域） 豊　　川 10，12～〃3．1354〃
59 東　海　市　他
i愛知用水地域） 木曽川 8．13～〃3．13213〃
淀川豊川都市 淀　　川 10．8～〃3．12156〃
蒲　郡　市　他
i豊川用水地域） 豊　　川 8．28～〃　L26152〃
61 東　海　市　他
i愛知用水地域） 木曽川 9．3～〃　1．26146”
淀川沿川都市 淀　　川 10．17～〃2．10l17〃
東　京　都　他 利根川・r　　川 6．王6～　　8．2571〃 首都圏渇水
62 蒲　郡　市　他i豊川用水地域） 豊　　川 824～翌5．2374〃．
東　海　市　他
i愛知用水地域） 木曽川 9．12～〃き．17 工88〃
平　元 那　覇　市　他 2．27～　　4．2659日澗
東　京　都　他 利根川・r　　川 7．23～　　8．918〃
2 奈　　良　　県 木津川 9．1～　　9．1616〃
高　松　市　他 吉野川 8．2～　　82423〃
3 那　覇　市　他
6．10～　　7．27
X．6～　　9．24
i9／12，17，18
@は除く）
64”
出所：平成5年度，日本の水資源，172～3頁。
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3　水資源の開発をめぐる論点
　昭和40年代から経済の高度成長の結果生み出された様々のヒズミに対する
是正の要望が高まったが，水資源の開発についても自然環境の保護・水質の
保全・節水方法の開発・地下水の利用とその限度・雑用水の利用など多くの
問題が提起されてきた。そこで代表的な議論をみてみよう。
　①水資源開発をめぐる水需給の評価
　昭和30年代からの高度成長期においては，重化学工業の発展と都市化の進
展にともなって水需要の増加は不可避と考えられ，そのための水資源開発の
必要性に関しても強い反論は出ていなかったように思われる。しかし石油
ショヅクを契機にして安定成長の傾向が明確化するとともに，水資源も単に
需要の量的な増加のみに対応するのではなく，長期的な安定供給をめざして
考えられるようになった。国土庁が昭和53年8月に長期水需給計画を打ち出
したのもそのような流れに沿うものであった。しかしその後57年12月には
「21世紀の水需要」が発表されて53年の水需給計画は見直しを余儀なくされ
た。さらに平成5年の「日本の水資源」では，第1図のような全国の水使用
とくに工業用水の推移が示されており，53年以来の長期水需要の見込みが高
すぎたことを裏書きしている。公団によるダムや用水路や河口堰の建設への
反対論は，こうした水需要の停滞傾向を第一の論拠としている。例えば嶋津
暉之氏は「水問題原論」，北斗出版，1991年のなかで，従来行政側からは都市
用水の増加が繰り返し強調されているが，氏がその需要動向を1979年頃に調
査したところ，それが72・3年頃からはっきりと減少傾向に転じたことを第
2図によって指摘している（同書16ページ）。さきにみた平成4年の「日本の
水資源」はこの嶋津氏の指摘を裏書きした結果となっているのである。その
主たる原因として，①水を多く使う鉄鋼業・化学工業等の用水型工業の生産
が頭打ちになったこと，②工場における水の浪費が少しずつ是正されてきた
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第1図　全国の水使用量
（億m・／年）
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（注）1．取水量ベースの値である。
　　2．工業用水は水補給量である。
　　3．農業用水の昭和55年，58年，平成元年の値は国土庁が推計したも
　　　のである。昭和56年～57年値は55年の需要量を，59～63年値は58年
　　　の需要量を，平成2～3年半は元年の需要量を用いた。
　　4．平成3年の生活用水，公共用水の値は試算値である。
　　5．四捨五入の関係で集計の合わないことがある。
出所：平成5年版，日本の水資源，43頁。
ことを同氏は指摘している。また水道用水についても増加率は鈍化してい
る。ところが水需要の動向の変化にもかかわらず，国は当初計画どおりの開
発を進めるために，架空の予測を作り上げたと同氏は主張しているのであ
る。松井覚進氏も「水」朝日新聞社，1992年，の中で水源不足を強調する考
えに疑問を呈している。
これに真っ向から反対するのは「長良川河口堰を考える」，山海堂，1990年
の著者谷村貴代転出である。氏によれば水需要の伸びが鈍化していると言う
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第2図　全国の工業用水の実績と予測の比較
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　　　　　　　　　　　　　（実績は通産省「工業統計表」より作成）
　　　　　　出所：嶋津暉之：水問題原論，16頁。
「水余剰時代」の議論は時代遅れだという。その根拠は，①何十年もの長期
の需要を考えると決して水不足の恐れが解消しないことは，過去の歴史が示
している，②節水技術の進歩には限界がある，③重化学工業から軽薄短小へ
の産業構造の転換が進んでも，先端技術の産業では従来の加工組立て型産業
よりも5ないし20倍の水が必要である，④異常少雨による渇水が頻発してお
り，不安定取水の解消が急がれなけれぽならない，等である。ただ③につい
ては，先端技術産業の地位がそれほど高くないこと，④については渇水の原
因が自然にあるよりもダムの管理の仕方からくる人為的なものにある，とす
る反論がある。
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　②ダム建設の功罪
　政府や公団側から説かれているダムのメリットは，①洪水を貯蓄して下流
水域を水害から守る，②渇水時に都市・工場・水田等に水を供給する，③水
力発電により電力を供給する，④地盤沈下・地下水汚染のための地下水に代
わる水源の確保，等である。しかし嶋津氏は，ダム建設のもたらす弊害とし
て，①水没者の移住による生活の不安や破壊，②自然の景観や環境の破壊，
③下流の住民にとっての飲み水の安全性の損失，④建設事業費の負担は受益
者である地方団体の分担金の増加を通じて，住民には高額水道料金の支払い
として跳ね返ってくる，等をあげている。一方昭和49年に完成した吉野川の
早明浦ダムについて，翌年50～51年に起こった台風や長期の水の濁りとの関
連に疑問があることを，辻田啓志氏は指摘し，また篠田健三氏はダム土木の
費用が膨大なものであることを数字をあげて説明している。さらに松尾孝和
氏は治水のための防災ダムは，常時からにしておかねばならぬが，そのよう
なダムはないし，他方利水のためのダムについては，本当に台風が来て，豪
雨が降り始めてから，ダムの堰堤を水が乗り越え盗れ出ない範囲で，ダムの
安全を維持するための緊急放水をすればよい．しかしこうした調節はかなり
難しく，横山ダムや御母衣ダムの緊急放水は人口洪水の災害をもたらしたと
いわれている，と松尾氏はいうのである。
　③ダムの堆砂と水質の汚濁
　ダムが河の急流性を減じると，堆砂がふえるが，それが貯水量の半分に達
するとダムの機能はゼロとなり，砂が上流から堆積して堤防が低くなり洪水
を処理できなくなる。また河の流力が減ると河口のプランクトンなどの生態
系を破壊して堰堤を壊すと，西山明氏はのべている。
④不適当なダム建設地
ダムの建設予定地として不適当な基盤の劣悪な所に，ダム建設を急いだ結
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果地震に弱く漏水を生ずるものとなり，一水系の上流地区住民と下流地区住
民との間に非和解的非妥協的な対立を持ち込む結果を招いているきらいがあ
る，と生越忠氏は指摘している。
　⑤　漁業補償
　小林寸止は次のような問題提起をしている。すなわち海面漁業では生活再
建費の導入は正当であるが，内水面漁業は違ったものである，海面漁業権は
純粋に私的経済活動のための権利であるが，内水面漁業権は河川管理的性格
をもつ。わが国では内水面の国営化をせずに，漁業権を組合に免許する代わ
りに，組合に増殖の義務（公共性）を課すことになった。したがって組合員
が河川から得る漁獲量は漁業補償と直接に結びつくものではなく，漁業補償
を組合員が懐に入れる根拠はない，というのである（4）。
　⑥　渇水の原因
　先述のように渇水は異常な少降雨に原因があるというのが，政府や公団サ
イドの意見であるが，嶋津氏はむしろ渇水は人為的に作られたものだとす
る。その主たる要因は①ダムの過大放流，②河川維持用水設定の根拠が不明
瞭であること，③発電所の根こそぎ取水，④水源開発のための「暫定水利
権」に不合理性があることなどに求められる（前掲，「水問題原論」第1
章）。また松井覚進氏は「水」という著書の中で，福岡の昭和53年の大渇水の
際に節水と再利用で活路がみいだされたとされ，また過剰放流によって首都
圏での「作られた渇水」が昭和62年，平成2年の2回みられたといってい
る。
　⑦このような水資源問題に関する賛否両論とそれにともなう種々の動きと
（4）以上の②から⑤までの各氏の批判的論調は，河川湖沼と海を守る全国会議，技術と人
　間編集部編；水問題の争点，／982年，所収による。
一31一
358
やや違った立場から，総務庁行政監察局は，平成2年11月に「水資源の開
発・利用の現状と問題点」という報告書を発表した。・基本的には昭和63年1
月の政府の「21世紀に向けての水資源開発計画」を念頭に置いている点で，
国土庁の水資源白書と同じ立場にたっているが，いくつかの注目すべき問題
点を指摘している。
　（1）まず農業用水の需要微増の予測を認めつつ，都市化による農地の転用
　　により，余剰水の都市用水への転用が必要でありながら，利水者の水利
　　権調整等の協議が進まず，転用が遅れていること，調査対象地区の中に
　　は都市用水の需給がさほど逼迫していないものがあることを指摘してい
　　る。
　（2）次に工業用水については，回収率が昭和40年から63年にかけて急上昇
　　したが，近年頭打ちの状況にあること，雑用水（水質基準が暫定的なも
　　のに止まっているが）の利用も海水の淡水化もごく僅かで，普及が遅れ
　　ていること，を明らかにしている。
　（3）上水道の給水量：のうちには無効水量が多く，漏水防止対策が不十分な
　　ものがあることを具体的に示している。
　（4）ダムの建設は水没関係の住民の理解と協力をえるため，また補償交渉
　　の難航によって長時間を要している。さらに水源地域対策基金のうち，
　　国の助成が行なわれている8基金については，上下流交流の促進事業・
　　調査研究事業・水源林地域対策事業は実施しているが，現在対象ダム等
　　がないために水没関係住民の生活再建対策に関する事業を行なっていな
　　いものがみられるとし，基金の事業内容の充実を勧告している。
　先にあげた水資源開発に対する反対論のなかに，このような総務庁の指摘
に近いものもいくつか見出されるところがらして，政府や公団の在り方にも
疑問を感ぜざるをえないのである。
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4　国と公団の財政関係と公団の財務の特徴
　さて以上のような水問題，とくにその開発のための施設の建設や管理に直
接かかわっているものが，水資源開発公団であることは言うまでもない。そ
こでいま国の財政と公団との関係を確認しておくことにしよう。
　まず第3表は一般会計歳出の中で公共事業関係費の占める比重とその関係
費の内容の変化を示したものである。これによれぽ，公共事業関係費の比重
は昭和40年度の18．9％から50年度に13．7％へと急低下したが5与年度にやや回
復し，60年度から再び低下して平成4年度には11．1コ口水準にあることがわ
かる。その内訳を見ると40年度には道路整備事業費が最大で，治山治水事業
費，農業基盤整備費，災害復旧事業費の順であるが，45～50年度には災害復
旧事業費よりも住宅対策費が多くなり，55年度から平成4年度までは，下水
第3表　公共事業費の比重と構成の推移（単位10億円，括弧内は％）
年　　　度 昭和40 45 50 55 60 平成元 4
一般会計歳出合計 3，6587，9502L28942，861 52，50060，41472，218
（1GO） （100） （100） （100）（10G） （100）（100）
公共事業関係費 693 1，410 2，9106，6566，369 6，1978，024?
（18．9） （17．7） （13．7） （15．6） （12．1） （10．3） （11．1）
1　治　山・治　水 121 237 451 1，104 1，0831，0801，416
2　道　路　整　備 317 587 957Lg111，8261，782 2，289
3　港湾・漁港・
@空　港島　備 55 117 240 528 512
???
645
4　林道工業用水道 33 35 74 180 170 160 218
5　農業基盤整備 92 』　189 360 897 879 867 L104
6　住　宅　対　策 一 95 295 754 758764 931
7　生活環境等 一 63 283 966 970955 1，340
8　災害復旧事業 67 80 241 300 161 67 68
注：各年度の予算。7欄は45～50年度は生活環境施設整備，55年度以後は下水道・
　環境衛生費。調整費その他省略した項目がある。
出所：各年度の「国の予算」により作成。
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道・環境衛生費が農業基盤整備費をもしのいで3番目に重要な項目となって
いる。このすべての時期を通じて道路整備事業費がもっとも大きく，治山治
水対策費がそれにつぐ大きさであることは変わっていない。
　次にやや角度をかえて水に関係する主要な項目を拾いだし，その合計額の
公共事業関係費にしめる比率を算出してみると，第4表のように昭和40年度
の17．1％から引き続いて上昇して平成元年度の30．8％でピークに達し，4年
度には26．3％と低下している。
　このような中央政府の支出は，単に一般会計だけから見た場合には十分明
らかになってこない。そこで水資源開発に直接関係の深い治水特別会計収支
の主な項目の推移を見ると，第5表のとおりであり，その歳入総額の5割以
上は一般会計からの繰り入れである。ただ昭和55年度以後地方団体負担金・
電気事業者負担金等の受益者負担の比重が高まるとともに，受託工事納付金
もふえた結果，一般会計からの繰り入れ金の比重は低下している。
　他方歳出では河川事業費がもっとも重要な項目であるが，その歳出総額に
しめる比率は昭和60年度以降やや低下している。砂防事業についても同様で
ある。これらに対して多目的ダム建設事業費と受託工事費が昭和55年度以後
第4表　公共事業費における水関係の経費（億円，％）
年　　　度 昭和40 45 50 55 60 平成元 4
1　治　　　水
Q　下　水　道
R　土地改良の
@内公団分
S　工業用水道
T　簡易水道
919
P17
U2
W3
1β59
@474
@28
@101
@35
3，492
P，792
@61
@214
@150
8，617
U，810
@124
@226
@274
8，426
U，779
@113
@164
@260
10，295
W，234
@133
@187
@264
11，198
X，195
@146
@195
@332
合計額（A） 1，1812，498 5，709 16，05115，74219，11321，067
A／公共事業
@　関係費　％ 17．1 17．7 19．6 24．124．7 30．826．3
注：3欄は40年度のみ愛知用水公団を含み，他年度は水資源開発公団のみ。
出所は第3表と同じ。
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第5表　治水特別会計の歳出入の推移（単位億円・％）
年　　　　度 昭和40 45 50 55 60 平成元 4
歳　　入　　合　　計
@　　　　　％
1，148
P00
2，286
P00
4，314
P00
10，889
P00
llβ48
P00
14，512
P00
15，290
P00
一般会計より受入
@　　　　　％
915
V9．8
L846
W0．7
3，426
V9．4
8，354
V6．7
8，072
VL1
8，029
T5．3
10，633
U9．5
地方団体負担金
@　　　　　％
137
P1．9
279
P2．2
547
P2．7
！，331
P2．2
1，833
P6．2
2，877
P9．8
2，776
P8．2
電気事業者等負担金
@　　　　　％
21
P．8
50
Q．2
142
R．3
650
U
816
V．2
955
U．6
905
T．9
地方債償還収入
@　　　　　％
　5
O．4
　5
O．2
　5
O．1
　34
O．3 ㎝
受託工事納付金収入
@　　　　　％
31
Q．7
59
Q．6
90
Q．1
351
R．2
383
R．4
536
R．7
535
R．5
産投特別会計より受入
@　　　　　％ 一 一 一 『
1β43
P2．7
107
O．7
歳入霜歳出合計 100％ 100 1DO 100 100 ！00 100
河　川　事　業　費
@　　　　　％
447
R8．9
959
S2．0
1，693
R9．3
4，222
R8．8
4，186
R6．9
4，568
RL5
5，625
R6．8
水資源公団交付金
@　　　　　％
53
S．6
89
R．9
147
R．4
311
Q．9
370
R．3
46G
R．2
544
R．6
砂　防　事．業　費
@　　　　　％
183
P5．9
387
P7．0
699
I6．2
L663
P5．3
1，595
P4．1
1，618
PL2
2，042
P3．4
多目的ダム建設事業費
@　　　　　％
llO
X．6
177
V．7
283
U．6
1，414
P3．0
1，539
P3．6
2，039
P4．1
L973
P2．9
受　託　工　事　費
@　　　　　％
29
Q．5
56
Q．5
86
Q．0
328
R．0
359
R．2
505
R．5
504
R．3
出所：各年度の「国の予算」により作成。但し，歳出入とも，その他の項目は省略。
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その比重を高めている。また水資源公団交付金の比重は昭和40年度には
4．6％であったが，その後やや低下し55年度には3％未満に落ち込んだが，
60年度以後3％台を維持している。
　つぎに水資源開発公団の側から，決算収支（平成3年度のみ予算）の推移
をふりかえってみよう。同公団の会計は一般勘定と愛知用水事業・豊川事業
の各特別勘定とに区分されているが，両特別勘定をあわせた規模は昭和
40年代には一般勘定の一割をやや上回っていたが，その後低下し平成3年度
にはわずか1％台にすぎないので，ここでは一般勘定について，主な項目の
動きをみると，まず第6表は支出を示している。金額の上では建設費が最大
第6表　水資源開発公団の主要支出の推移（指数は40年，50年，60年それぞれ
　　　100）
年度 建設費 （ダム・ 用水路） 管　理ﾆ務費
受　託
ﾆ　務
一　般
ﾇ　理
業務外
R　出 支出合計
昭37 0．05 0．06 0．02 0．03 0．87 0．07
40 100 100 100 100 100 100 100100
2 128 128125 311 170 136 440140
4 117 113 117 1，ユ46 173 172 587！45
6 177 165188 2，557 224 2011，正97 228
8 231 210 248 4，209 235 275L733 306
50 503 552 4389，783 323 4072，545 608
50 100 100 100 100100 100 100100
2 83．9 69．2100 170 135 118 14298
4 96．9 95．5 90．4195 204 156 178 116
6 129 146116 174 289 635 254161
8 120 139 102 213 376 699 330170
60 170 227 95．4 241 778 768 45231
60 100 100100 100100 100 100 100
2 114 112121 146 208 108 118 ユユ5
平元 104 101 116 161 163 119 137 116
3予 110 109 113 184 210 139 159 ／29
注1決算額，平成3年度のみ予算額。
出所：水資源開発公団30年差により作成。
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の項目であり，その中ではダムと用水路の建設費が大部分である。しかし主
要な支出の伸びを昭和40年度から48年度までについてみると，建設費以上に
管理業務費・業務外支出の伸びが目立っており，とくに後者はあとでみるよ
うに債務利子の支払いが大部分だと考えられるので，この高度成長期後半に
おける水資源開発のための建設事業は多額の債務にかかわる負担をともない
つつあることがわかるのである。つぎに低成長期にはいってから，すなわち
50年度を基準とする主要経費の伸びをみると，60年度までは一般管理費およ
び受託業務費の伸びが高く，業務外支出がそれに次ぐが，建設費の伸びは
50年代の前半におち込み，後半にやや持ちなおしているが40年代よりは停滞
気味である。さらに60年度から平成3年度迄の期間には，主要項目の伸びは
かなり鈍っており，受託業務費のみが2倍を越えているが，その他の項目は
すべて2倍未満でありとくにダム建設費は僅かしか増加していない。こうし
た建設費の伸びの停滞が国の財政再建のための緊縮政策を反映したものか，
建設費の高騰によるものか，あるいはダム建設に対する反対運動その他の抵
抗が強まったために建設事業そのものが進捗できなくなったためか，おそら
くはそれらの事情が重なったためと思われる。
　他方収入では，政府出資が昭和37年度の発足以後54年度迄行なわれてきた
が，その後は行なわれていないので省略し，第7表を見よう。ここでは交付
金や補助金など国の直接的な支出の比重が次第に低下しているのに対し，借
入金の比重が高まっており，とくに昭和60年度以後民商資金の借入と公団債
券との合計が，政府資金を上回るか，それに近い大きさに達している。その
結果が先にみた業務外支出とくにこの公団の債務償還や利子支払いの費用を
増加させたものと推定できるが，第8～9表はその一端を示すものである。
すなわち公団の示す資金収支の支出表（第8表）をみると，昭和55年度には
借入金の償還と債券諸費との合計は支出総額の23．6％であったのが年を経過
するにつれてその比重を高め，平成5年度の予算ではついに39．7％にまで達
しており，一方第9表によれば損益計算書の費用総額の中で，支払い利息の
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第7表　水資源開発公団の主要収入の推移（単位；収入合計百万円，他は％）
年度 交付金 補助金 借　　　　　　　　入i政府資金・公団債券）
?
負担金
@　等
受　託
ﾆ　務 収入合計
昭37 25．8 0．52 23．1一 一 23．5 8．9 1，735
40 25．6 10．1 30．4 16．8 13．5 19．4 13．318，413
2 21．5 10．8 48．3 31．4 16．910．2 7．9 29，964
4 24．2 12．047．9 34．7 13．1 9．8 4．229，661
6 22．5 14．5 42．8 28．8 14．0 13．62．2 42，089
8 21．6 15．7 4L7 41．7 一 15．4 1．1 57，598
50 22．6 16．9 42．0 27．6 14．3 13．7 ユ．3 116，208
2 19．8 19．6 42．7 26．2 16．5 15．51．1 112，304
4 20．5 18．8 40．8 27．213．6 18．0 1．3 132，201
6 19．1 22．5 42．0 29．4 12．6 14．8 1．0 185β31
8 17．1 19．4 42．9 23．7 19．2／7．8 L2 195，488
60 14．0 13．2 54．9 20．2 16．6 14．11．2 266，355
2 15．8 12．5 54．8 27．918．8 14．6 2．1 301，597
平元 ユ4．⑪ ユ0．2 57．9 30．5 20．5 16．0 L6 310，308
3予 13．5 10．1 51．4 26．7 16．9 22．7 1．8 336，210
注：借入金には上記のほか民間借入金：昭和60年度18．1％，62＝8．1％，平成
　　元＝6．9％，3＝7．8％を含む。負担金には割賦負担金，受託金を含む．
出所：第6表と同じ。
比率ば昭和55年度には41．4％であったのが63年度には28．2％まで下がった
が，それ以後再び上昇して平成年度予算では44．2％弱が見込まれるにいたっ
ているのである。このように水資源開発事業が従来の量的拡大ないしは規模
の拡張の段階から，きめの細かい質的多様化や既存施設の管理と運営の段階
へと移行しつつある中で，過去の負の遺産である債務の元利払いからの脱出
を図ることが，まず緊急に求められることであろう。そのためにも公団事業
の内容とその比重の置き方について，新しい視点からの再検討が必要であろ
う。
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第8表　水資源開発公団の資金収支（支出の部）実績（億円，％）
　　　　年度
x出 昭和55 57 59 61 63 平2 平3
ダム建設事業費
@　　　　％
774
S0．1
764
R5．4
939
R7．9
1，206
S0．5
1，275
R9．7
1，304
R7．3
1，2臼8
R6．1
用水路等事業費
@　　　　％
362
P8．8
338
P5．6
298
P2．0
291
X．8
317
X．9
314
X．0
333
X．2
管理業務費
@　　　　％
89．2
S．6
85．7
S．0
101
S．1
109
R．6
120
R．7
130
R．7
146
S．1
受託業務費
@　　　　％
20．7
P．1
19．3
O．9
34．6
P．4
45．0
P．5
69．6
Q．2
49．6
P．4
50．4
P．4
一般管理費
@　　　　％
46．5
Q．4
134
U．2
147
U．0
165
T．5
176
T．5
202
T．8
213
T．9
借入金償還
@　　　　％
332
P7．2
401
P8．6
325
P3．1
374
P2．6
438
P3．6
547
P5．7
576
P6．0
債　券　諸　費
@　　　　％
123
U．4
215
P0．0
482
I9．5
561
P8．8
634
P9．7
716
Q0．5
767
Q1．3
合計（その他含む）
@　　　　％
1，928
P00
2，159
P00
2，477
P00
2，979
P00
3，214
P00
3，495
P00
3，600
P00
出所：予算参考資料により作成。
む　す　び
　以上わが国の政府の公共事業を肩代わりしている代表的な公団～水資源開
発公団の事業を，簡単に振り返ってきた。水資源という経済活動にとっても
日常生活のためにも不可欠の要素を，如何にして安定的に供給するかという
問題は，決して新しいものではなく人類の歴史とともに古いものであろう。
しかし第二次大戦以後のわが国では，それはもっぱら経済の高度化ならびに
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第9表　水資源開発公団の損益計算書（費用め部）実績（億円，％）
　　　年度?p 弓削55 57 59 6！ 63 平2 平3
管理業務費 90．4 109 130 141 150 ユ66 185
?
44．7 48．5 40．5 31．3 30．6 29 29．4
受託業務費 19．1 24．9 37．7 48．6 74．4 34．5 36．5
?
9．5 11 11．7 10．8 152 6．0 5．8
支　払　利　息 84．8 86．7147 141 138 236251
? 4L4 38．4 45．9 3L3 28．2 41．1 39．9
当期純利益 8．6 3．9 5．1 9．4 13．1 9．2 7．2
％ 4．3 1．7 1．6 2．1 2．7 1．6 1．1
合計（その他含む） 202 225 321 449 489 573 629
? 100 100 100 100100 100lGO
　　出所1予算参考資料により作成。
都市化や農業の比重の低下等産業構造や社会階層の急激な変貌と密接に関連
していた。地球における再生可能で自然循環をする水資源をいかに経済的に
効率よく，豊かに国民に提供するかということは，必ずしも自然の環境や水
資源の循環の秩序と両立するとは限らない。確かに水資源開発公団のこれま
での30年の活動はそれなりにわが国の経済発展に呼応するものとして一定の
役割をはたしてきたに違いない。しかし自然の世界に潜む魔力を人類はそれ
ほど容易に統制し得るものではない。人為的な開発政策がかえってその意図
に反した結果を招き得ることは，近年における異常気象や異常少将と多雨，
洪水と渇水の頻発のなかにも認められるのではなかろうか。
　かりに水資源の開発が必要だとしても，それを民間の企業や個人が経済活
動の一環として担当することは極めて困難である。したがって国や地方公共
団体が乗り出さざるをえないが，そこから生ずる非能率や無駄をできるだけ
少なくし，ある程度の企業的自立性を持たせるために公団が設立されたもの
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と思われる。しかし事実上水資源開発公団の場合，住宅や有料道路の場合と
違って，事業費を賄うための財源は，借入金か国の交付金・補助金か諸負担
金であるが，借入金の多くは政府資金であり，負担金は地方公共団体や土地
改良区の負担するものであるから，直接の受益者負担というよりも一層広範
な国民または住民の租税その他の負担によって，公団の費用は最終的に支弁
されていることとなる。したがって公団の政府からの自立性や企業性なるも
のは極めて限定された形式もしくは建前以上のものではないといえよう。事
実上水資源開発のための施設の建設についても，その管理や運営についても
複数の省・庁の監視や千慮を絶えず受けているだけに益々そうである。その
ことは逆に公団の背負う公共的役割が大きいことを意味するといわなければ
ならない。しかしこれまでに行なわれてきた公団の開発事業が，直接の利害
関係を持つ住民だけではなく，かなりの範囲に及ぶ国民の不信を招きつつあ
るのは，方針決定の硬直性，事前説得の不十分さ，情報の秘密主義，等にも
よるが，公団事業の実施手順のなかに，地元住民や業者の利害や公団のあり
かたを第三者的立場から評価し・判断する機関が十分機能していないためで
あるように思われる。もとより関係各省・主務大臣や都府県知事や水資源開
発審議会の意見，内閣総理大臣の決定は必要不可欠であるが，公団へ指示さ
れる前に受益者の意見がどの程度迄聴かれているのか，がはっきりしていな
い。受益者の範囲も不明確であって，知事によって受益者が代表されるの
か，地元の市町村長や議会の代表や直接利害関係のある住民等の主張はどの
ように評価され，受けとめられているのか，明確ではない。
　これに関連してダムや用水路の建設等に絡む補償問題がある。補償の複雑
さ多様さについては公団側も個別事業毎に詳細に（例えば一般補償・公共補
償・特殊補償の区別やその内容，現物か金銭かの区別，さらに生活再建のた
めの移住地の取得から分譲，就職・税金の相談等）述べているが，補償額や
補償の基準ならびに支払の対象者については一切明らかにしていない。しか
し公共性の名において事業が行なわれる以上，情報をでき得るかぎり公開
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し，第三者からの様々の批判に耐え得るような姿勢を取ることが，長期的に
は政府や公団に対する国民ないし住民の信頼を得る近道ではないかと思われ
る。政府や公団や都道府県の行政側の判断や決定が公共性の名において行な
われ，公団の企業としての名において情報の秘密が守られるのであれば，事
業によって直接プラス・マイナスの影響を受ける階層や団体や個人の意見や
苦情にも一定の機会と場所とを与えられることが，民主主義的ルールにそう
所以であろう。ただ必要以上のぼらまき補償をふせぐためのルールや制度的
裏付けも必要であろう。
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